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Aid for Trade が発展途上国の 

第一次産業貿易に与えた影響 

岡 拓哉 ∗ 

 
【要旨】 

発展途上国の中でも低所得国及び低中所得国では、多くの人々が貧困生活を余儀なくされている。ま

た、世界銀行によると、2020 年時点で低所得国の 60%、低中所得国の 40%の人々が農業に従事している

ことから、貧困問題を解決するためには農業従事者の生活水準を上げる必要がある。そのための手法と

して貿易が注目されていることから、発展途上国の貿易能力を向上させるために「貿易のための援助」

(Aid for Trade: AfT)が WTO 主導のもと行われている。しかし、AfT が始まった 2005 年以降も低所得国

と低中所得国の第一次産業製品の生産量や輸出量は先進国に比べて成長が緩やかである。また、これま

でに行われてきた多くの先行研究により、AfT は被援助国の総輸出額を増加させる効果があることが明

らかとなっているものの、第一次産業製品輸出額に焦点を当てて行われた研究は十分であると言えな

い。そこで本稿では、AfT の発展途上国の第一次産業製品輸出に対する効果を分析する。加えて、AfT

のセクターをさらに小項目にまで分けて分析を行い、そのセクターの中でもどの項目が効果的なのかを

明らかにする。また、得られた分析結果をもとに政策提言を行う。 

 

キーワード：Aid for Trade、農業貿易、構造重力モデル、輸出促進 

 

1. 背景 

 

1.1 Aid for Trade とは 

 

「貿易のための援助」(Aid for Trade: AfT)(以下、AfT)とは、発展途上国の輸出向け生産

能力の向上と貿易拡大に不可欠なインフラストラクチャーの整備を二大目標に掲げて、国

際機関による援助や二国間援助を集結・調整し、効率化を図るためのプログラムである

(中川、2013)。 
AfT による支援は経済インフラ支援・生産能力構築・貿易政策支援の 3 つのセクターに

分類される(表 1)。経済インフラ支援には港湾や航空、鉄道などの交通インフラや ICT 等

の通信技術、太陽光発電をはじめとするエネルギー資源に関する援助が分類されている。

生産能力構築には、各産業の輸出振興ために、生産効率を上げるための機器や技術の導入

に関する援助が分類されており、貿易政策支援には貿易関連条約締結の支援や貿易に携わ

る人材の育成に関する援助が分類されている。これら 3 つのセクターのうち、2020 年時
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点において、経済インフラ支援が全体の 55%、生産能力構築が全体の 44%、貿易政策支

援が全体の 1%を占めている(図 1)。 
 

表 1．セクターの分類 

経済インフラ支援 交通インフラ、コミュニケーション、エネルギー 

生産能力構築 金融、農業、漁業、林業、製造業、化学、観光業 

貿易政策支援 貿易円滑化、貿易関連教育、貿易規制や政策 

出典：OECD "Sectors and definitions"より筆者作成 

 
図 1．セクター別割合(2020年時点) 

 
出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 

 

図 2 は AfT のセクター別推移を示したグラフである。AfT が導入された 2005 年の援助

総額は約 200 億米ドルであったが、2010 年には約 400 億米ドル、2020 年には約 500 億米

ドルと年々上昇している。セクター別に見た場合、経済インフラ支援は 2005 年時点で約

120 億米ドルがドナーによって拠出されていたが、2020 年には約 300 億米ドルにまで増加

している。生産能力構築は 2005 年時点で約 106 億米ドルが拠出されていたが、2020 年に

は約 230 億米ドルと約 124 億米ドルも増加している。一方、貿易政策支援の増加量は少な

く、2005 年時点で約 5 億米ドルであったが、2020 年は約 7 億米ドルであった。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

55%
44%

経済インフラ

生産能力構築

貿易政策支援



OKA: Impact of AfT in Primary Industry Trade 

47 
 

図 2．セクター別割合(2020年時点) 

 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 

  

 また、AfT には様々な国や国際機関が参加している。表 2 は AfT に参加している国や国

際機関をドナーの種類別に一覧にしたものであるが、下記の表より、29 カ国の OECD 開

発援助委員会参加国や 11 の国際機関だけでなく、OECD 開発援助委員会非参加国が 18 カ

国も参加していることがわかる。これらの参加国の中で二国間援助の援助額が最も多いの

は日本であり、2020 年時点で累計約 3000 億米ドルを AfT に拠出している。次いでドイツ

が累計約 1350 億米ドル、アメリカが累計約 1330 億米ドルと多額の AfT を拠出してお

り、フランスも累計約 800 億米ドルと 4 番目に多く AfT を拠出している。また、5 番目に

多く AfT を拠出しているのはイギリスであり、これまでに累計約 363 億米ドルを拠出し

てきた。 
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表 2．AfT のドナー一覧 

分類 割合 数 国・機関名 

OECD 開発援助 

委員会 1参加国 

49% 29 アイスランド、アイルランド、アメリカ、イギリ

ス、イタリア、オーストラリア、オーストリア、

オランダ、カナダ、韓国、ギリシャ、スイス、ス

ウェーデン、スペイン、スロバキア、スロベニ

ア、チェコ、デンマーク、ドイツ、日本、ニュー

ジーランド、ノルウェー、ハンガリー、フィンラ

ンド、フランス、ベルギー、ポーランド、ポルト

ガル、ルクセンブルク 

国際機関 50% 11 アジアインフラ投資銀行、アジア開発銀行、アフ

リカ開発銀行、イスラム開発銀行、欧州評議会開

発銀行、欧州連合機構、カリブ開発銀行、国際通

貨基金、国際連合、米州開発銀行、その他国際機

関 

OECD 開発援助 

委員会非参加国 

1% 18 アゼルバイジャン、アラブ首長国連邦、イスラエ

ル、エストニア、カザフスタン、キプロス、クエ

ート、クロアチア、サウジアラビア、台湾、トル

コ、ブルガリア、マルタ、ラトビア、リトアニ

ア、リヒテンシュタイン、ルーマニア、ロシア 
注：割合は 2020 年金額ベース 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 

 

 表 2 に示した国々や国際機関による援助を受けている被援助国を地域及び所得水準別

に示したものが表 3 である。156 カ国が AfT による援助を受けているが、LDCs2が多いこ

とからサブサハラ以南アフリカに 46 カ国と多くの被援助国があることがわかる。次いで

ラテンアメリカ・カリブ海に 35 カ国、東アジア・太平洋に 28 カ国と低中所得国又は高中

所得国が多い地域にも多くの被援助国があると言える。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
1 経済協力開発機構（OECD）の内部委員会の一つ。略称 DAC(ダック)。先進国が開発途上国に対して行

う経済協力を促進させるために必要な協議や意見の交換、援助量と内容に関する定期的検討および援助

政策の調整などを行う機関である(日本大百科全書、2023)。 
2 Least Developed Countries の略。発展途上国の中でも特に開発が遅れているとされる国々を指す。 
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表 3．地域・所得水準別被援助国一覧 
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 図 3〜図 6 は AfT 累計受取金額、経済インフラ支援累計受取金額、生産能力構築累計受

取金額、貿易政策支援累計受取金額をそれぞれ地図にプロットしたものである。AfT 累計

受取金額と経済インフラ支援の分布は非常に似通ったものになっており、このことからも

AfT の中でも経済インフラ支援が重点的に行われていることがわかる。また、港湾等の整

備には膨大な資金が必要なことから、経済インフラ支援が多い南アジアと東南アジアに

AfT 累計金額のプロットも集中しているのではないかと考えられる。一方、生産能力構築

は南アジアと東南アジアに加えて、アフリカでも積極的に用いられていることがわかる。

その理由として、これらの地域の国々ではそもそも輸出できる財が少ないことが考えられ

る。また、貿易政策支援はインドネシアとエジプトに集中していることから、貿易体制が

ある程度整った国々から貿易政策支援は必要とされているのではないかと推測することが

できる。 
 

図 3．AfT 累計受取金額の分布 

 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 
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図 4．経済インフラ支援累計受取金額の分布 

 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 

 
図 5．生産能力構築累計受取金額の分布 

 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 
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図 6．貿易政策支援累計受取金額の分布 

 

出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"より筆者作成 

 

1.2 歴史的経緯 

 
 1994 年のウルグアイラウンド 3の終結後、「関税および貿易に関する一般協定」

(General Agreement on Tariffs and Trade: GATT)4を引き継ぐ形で世界貿易機構(World Trade 
Organization: WTO)が設立された。WTO の任務を定める WTO 設立協定の第３条は、貿易

自由化の推進と並んで、WTO 協定の円滑な実施と運用、紛争解決、加盟国の貿易政策の

検討、IMF(国際通貨基金)、世界銀行との協力を挙げている(中川、2013)。世界貿易の拡

大を目指す WTO 設立後、WTO が発展途上国に向けて行なってきた取り組みを外務省

(2012)は次のように説明している。 
 

 
3 ケネディ・ラウンド、東京ラウンドに続くもので、1986 年ウルグアイのプンタ・デル・エステで開始

されたのでこう呼ばれる。前 2 回のそれと違い、貿易の中で比重を大きくしてきたサービス貿易や知的

所有権、市場アクセスの問題や保護主義的傾向の強い農業などがおもな対象とされた点が特徴。特に農

業保護をめぐって米欧の対立が激しく、交渉は難航したが、93 年 12 月合意に達し、最終包括協定案が

117 ヵ国・地域の代表による委員会で採択され、94 年 4 月、モロッコのマラケシュで開かれた閣僚会議

でラウンドの終結が宣言され、GATT に代わり世界貿易機関(WTO)を 95 年 1 月に発足させることを確認

した。最終合意のおもな内容は、(1)農業分野では関税を 2000 年までに平均 36%削減、ミニマム・アク

セス(最低輸入量)の取決め、輸出補助金の削減、(2)サービス分野では金融、運輸、通信など 150 種以上

のすべてが対象で、最恵国待遇が原則、（3)知的所有権分野ではコンピューター・プログラムやデータ

ベースの保護、映画著作者の貸与許諾権を規定、(4)セーフガード(緊急輸入制限)は、国内産業が輸入増

により重大な損害を受ける場合などに限定、など。日本もこれにより米の輸入(部分開放)を受け入れる

こととなり，94 年 6 兆円にのぼるウルグアイ・ラウンド農業合意関連対策を決定した(世界大百科全書、

n.d.)。 
4 関税、輸出入規制など貿易上の障害を低減させることにより、貿易かつ無差別な国際貿易の促進を目

的とした国際経済協定。1947 年にジュネーブで調印され、1948 年に発効された。 



KGPS Review No.31 March 2024 

54 
 

 途上国を中心とする加盟国の一部で WTO ルールの執行コストの負担が課題と

なり、これに対する援助のニーズが生じた。このことは、WTO と世界銀行等の開

発機関との調整の必要性の認識へとつながり、WTO、世界銀行、国際通貨基金

(IMF: International Monetary Fund)等 6 国際機関を中核とする LDC 向けの貿易関連

技術支援の統合フレームワーク(IF: Integrated Framework)の導入へと結実した(1997
年)。これらの取組は、「貿易に関連した援助」(Trade-Related Assistance)と呼ばれ

た(p18)。 
 
 IF が導入された当時の援助が重点を置いていたのは被援助国の社会サービスの充実と

公共支出管理であり、貿易は重要視されていなかった。しかし、2000 年 9 月に採択され

たミレニアム開発目標(Millennium Development Goals: MDGs)にて「LDC からの輸入品を

無税・無枠に」など貿易に関するものも一部含まれたことや国連 MDG 貿易タスクフォー

スによる報告(2005)等の後押しもあり、貿易に関する援助の重要性が強く認識されるよう

になった(外務省、2012)。AfT はこのような情勢下のもと、2005 年に香港で行われた香港

閣僚会議において開始を宣言された。中川(2013)は AfT の開始が宣言されるまでの流れを

以下のように説明している。 
 

 途上国に対して WTO や先進国が実施する技術援助は、途上国の能力を向上さ

せる活動という意味でキャパシティ・ビルディングと総称させる。当初、WTO を

通じたキャパシティ・ビルディングのプログラムは、WTO 事務局のさまざまな部

門が個別に実施してきたが、二〇〇一年に事務局内に WTO 訓練センターが設立

され、プログラムを統括することになった。(中略)。キャパシティ・ビルディン

グを通じて途上国が WTO 協定を実施する能力を高めたとしても、WTO 体制の下

でもたらされる通商機会の拡大を十分に生かす能力を途上国が獲得しない限り、

途上国の輸出入貿易は増大しない。そして現実には、途上国の多くはこのような

能力を十分に備えていない。輸出部門が十分な国際競争力を備えていない、産品

の効率的な生産や輸出入貿易を支える港湾、道路、鉄道、電力、電気通信などの

インフラストラクチャーが整備されていない、といったボトルネックのために、

WTO 体制の下で拡大した通商機会を生かして輸出入貿易を伸ばすことができない

途上国が多い。拡大した通商機会を途上国が活用する能力を伸ばすための援助こ

そが重要だ。そのためには、世界の途上国向け援助をこの方向に沿って調整し、

集結させる必要がある。このような問題意識に基づいて、二〇〇五年の WTO 第

六回閣僚会議(香港)は、貿易のための援助(Aid for Trade)というプログラムの開始

を宣言した(p183〜p186)。 
  
 このような経緯・背景のもと開始された AfT であるが、第 1 項にも記載したように、

現在では多くのドナー国・機関が参加し、発展途上国の貿易能力向上のための様々な取り

組みを行なっている。次項にてその事例を紹介する。 
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1.3 AfT の事例 

 

 第一次産業部門のおける AfT の代表例として 2003 年から 2010 年にかけてルワンダに

て行われた「農業セクター支援プログラム」5が挙げられる。ルワンダでは茶やコーヒ

ー、除虫菊が主要な輸出製品であったが、1994 年のルワンダ虐殺によって生産者及び生

産量が減少し、多くの農家が貧困に苦しんでいた。また、農園の技術力が低いことや気候

変動による農地への影響、ルワンダの土地に適した肥料が用いられていないことなども問

題となっていた。これらの問題を解決するために EU とルワンダが主導で農業及び加工機

器の提供や社会インフラの整備、有機肥料の提供や栽培方法の研修の実施、品種改良や国

際展示会への出展が行われた。民間から約 60,000 人、ルワンダ政府職員から約 40 人がこ

のプログラムに関わった結果、ルワンダ人口の少なくても 20%がこのプログラムによる

恩恵を受け、大成功を収めるに至った。また、国連が行なっていた「ルワンダ貧困削減戦

略」と共通する目標が多かったため、2008 年以降は地方分権化プロセスの一部としても

機能した。これらの結果から、本プロジェクトは他の援助プログラムに多大な影響を与え

たと言われている。 
 漁業分野における AfT の取り組み例として、グレナダで 2003 年 6から行われていた

「輸出水産物の品質向上」プロジェクト 7が挙げられる。グレナダでは観光業やカカオの

生産を主な産業としていたが、2004 年と 2005 年に起きたハリケーンで大きな被害を受け

た。そのため、グレナダ政府は漁業を成長産業として位置づけたが、米国以外への輸出が

行われておらず、既存の市場を拡大する必要が生じた。そこで EU は EU への水産物の輸

出を可能にするために、「水産物の衛生状態強化プログラム」による支援を行なった。

EU とグレナダの農林水産省が主導のもと、技術研究所の支援や付加価値製品(燻製、塩漬

け、乾燥)の技術支援、製品開発や公共インフラへの援助が実施されただけでなく、EU 市

場に参加できるようにするための研修も行われた。約 300 人のスタッフが研修に参加した

結果、グレナダの漁業関係者の品質基準が改善され、EU に水産物を輸出できるようにな

った。また、魚介類及び水産物規制に関する近代的な法律が制定された。グレナダ政府は

このプロジェクトによって、利害関係者と漁業部門に関わる全ての人々がメリットを感じ

たとしている。 
 上記で紹介した事例以外にも様々なプロジェクトが行われている。これらのプロジェク

トによって第一次産業が振興された結果、発展途上国の第一次産業製品の輸出は拡大され

つつあると言える。 
 

1.4 問題意識 

 

 
5 https://www.oecd.org/aidfortrade/47462051.pdf 
6 報告書が提出されたのは 2011 年 1 月 17 日であるが、その時点では現在進行形のプロジェクトであっ

た。そのため、終了年は不明である。 
7 https://www.oecd.org/aidfortrade/47250864.pdf 

https://www.oecd.org/aidfortrade/47462051.pdf
https://www.oecd.org/aidfortrade/47250864.pdf
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 発展途上国の中でも低所得国及び低中所得国では、多くの人々が貧困生活を余儀なく

されている。また、世界銀行によると、2020 年時点で低所得国の 60%、低中所得国の

40%の人々が農業に従事していることから、貧困問題を解決するためには農業従事者の生

活水準を上げる必要がある。そのための手法として貿易が注目されていることから、発展

途上国の貿易能力を向上させるために AfT が WTO 主導のもと行われている。しかし、

AfT が始まった 2005 年以降も低所得国と低中所得国の第一次産業製品の生産量や輸出量

は先進国に比べて成長が緩やかである。 

 

図 7．農産物の生産量の推移 

 
出典：FAO "FAO STAT"より筆者作成 
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図 8．第一次産業製品の輸出額の推移 

 

出典：UNCTAD “UNCTAD STAT” より筆者作成 

 

 図 7 は 1995 年以降の農産物の生産量の推移を示したグラフである。2000 年時点の先進

国の農産物生産量は約 57 億 t であったが、2020 年には約 84 億 t と約 27 億 t 増加している

ことが読み取れる。一方、後発開発途上国の 2000 年時点の農産物の生産量は約 3 億 t で
あり、2020 年には約 3.5 億 t 増加した約 6.5 億 t しか生産されていない。また、第一次産

業製品の輸出額においては、先進国では約 500 億米ドル(2000 年)から約 1600 億米ドル

(2020 年)と約 1100 億米ドル増加しているものの、発展途上国では約 200 億米ドル(2000
年)から約 1000 億米ドル(2020 年)と約 800 億米ドルしか増加していないことが図８から読

み取れる。 

 では AfT は第一次産業製品の輸出量を増加させていないのだろうか。図 9 は被援助国

が各援助国から受け取った一人当たり AfT 累計受取額とその援助国への一人当たり第一

次産業製品累計輸出額の散布図である。相関係数の値が 0.46 であったことから、AfT と

第一次産業製品輸出額の間に正の相関があり、AfT によって被援助国から援助国への第一

次産業製品輸出が増加していることが窺える。しかし、図 9 からでは AfT がもたらした

具体的な効果は明らかになっていない。そこで本稿では、AfT の発展途上国の第一次産業

製品輸出に対する効果を分析する。 
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図 9．第一次産業製品の輸出額の推移 

 
出典：OECD "Creditor Reporting System (CRS)"、CEPII "GRAVITY"より筆者作成 

 

2. 先行研究 

 

2.1 先行研究の紹介 

  
 AfT が被援助国の輸出に与えた影響を検証した先行研究として、Cali and Velde(2011)が

挙げられる。Cali and Velde(2011)は 2002 年〜2007 年の年別・国別パネルデータを用い

て、AfT が被援助国の総輸出額に与えた効果を固定効果モデルによって分析した。その結

果、経済インフラ支援+生産能力構築の金額が 2 倍に増加すると、被援助国の総輸出額が

平均で 3.5%増加するという推計結果が得られた。また、輸出促進効果は主に経済インフ

ラ支援によってもたらされたものであるとしており、具体的には経済インフラ支援が

8600 万米ドル増加すると総輸出額が 1 年後に 6 億 5000 万米ドル、2 年後に 7 億 5000 万米

ドル増加するという結果が得られたとしている。加えて、経済インフラ支援の輸出促進効

果はアフリカ諸国で大きいことも明らかになっている。これらの分析結果より、Cali and 
Velde(2011)はセクター間の AfT の配分を再考する必要があるとしている。 

 また、Viji and Wagner(2012)もデータ取得が可能な国々の 2002 年〜2008 年のデータを

用いて重力モデルによる分析を行った結果、経済インフラ支援が被援助国の輸出促進に強

い影響を与えることを明らかにしている。具体的には、経済インフラ支援の援助額が

10％増加すると、被援助国の GDP に対する輸出の割合が平均で 2.34％増加するとしてい



OKA: Impact of AfT in Primary Industry Trade 

59 
 

る。このことから、Viji and Wagner（2012）は経済インフラ支援が被援助国の輸出実績の

増加に最も効果的であり、経済効果をもたらすと結論付けている。 

 一方、Huhne, Meyer, and Nunnenkamp(2014)は、上記で説明した先行研究とは異なる分

析結果を得ている。Huhne, Meyer, and Nunnenkamp(2014)は 1990 年〜2010 年のパネルデー

タを用いて、AfT が被援助国の総輸出額に与える影響を分析した。重力モデル、一般化モ

ーメント法ＧＭＭ、Wald 検定、固定効果モデルを用いて推計した結果、AfT 総額の金額

が 2 倍になると、被援助国の輸出額は約 5%、輸入額は約 3%増加することが明らかにな

った。また、AfT の中でも貿易政策支援の援助額が 2 倍になると、被援助国の輸出額が

10%増加するとしている。加えて、AfT の効果を地域別に推計した結果、閉鎖経済のサハ

ラ以南アフリカの輸出より、開放経済の東アジアやラテンアメリカの輸出を促進すること

が明らかとなった。 
 Inmaculada, Felicit, and Kai(2017)も Huhne, Meyer, and Nunnenkamp(2014)と類似した分析

結果を得ている。Inmaculada, Felicit, and Kai(2017)は 2002 年〜2011 年の被援助国 124 カ国

のデータを用いて、AfT が被援助国の総輸出額に与える影響を分析した。その結果、AfT
総額の金額が 2 倍に増加すると、被援助国の総輸出額が 5.2%増加することが明らかとな

った。また、セクター別に分析を行った結果、貿易政策支援が他 2 つのセクターよりも効

果的であるとしている。具体的には、貿易政策支援は財とサービス両方の輸出を促進させ

るが、経済インフラ支援では財の輸出において弱い有効性、サービスの輸出において有効

性があり、生産能力構築は財の輸出においては有効だが、サービスの輸出において効果が

ないことが判明した。 
 財の種類に応じた AfT の効果を推計している先行研究として、Inmaculada, Felicit, and 
Kai(2017)の他に Hoekman and Shingal(2020)が挙げられる。ガウス混合モデルや固定効果

モデル、構造重力モデルを用いて、AfT がサービス財輸出に与えた影響を推計した結果、

AfT が 2 倍になると、2 年後の被援助国のサービス財輸出額が 3.6%増加することが明らか

となった。また、貿易規模の小さい国ほど、AfT がサービス財貿易に与える影響は大きい

ことも明らかとなっている。加えて、被援助国から援助国へのサービス財輸出には補完性

があり、サービス部門が生産へのインプットとしての役割を果たしているのではないかと

している。これらの分析結果より、Hoekman and Shingal(2020)は AfT が個々のサービス財

に与える効果は不均質であるため、国と財を見極めた援助が必要であると主張している。 
 

2.2 本稿の位置付け 

  
 1. 2 に記したように、貧困に苦しむ地域では多くの人々が第一次産業に従事している。

そのため、貿易によって貧困を解決するためには、発展途上国の第一次産業製品の輸出を

促進させる必要があり、AfT もその役割を担っていると言える。 
 多くの先行研究により、AfT は被援助国の総輸出額を増加させる効果があることが明ら

かとなっている。また、輸出財を財とサービズ財に細分化して分析した結果、いずれの財

でも輸出を促進させる効果が AfT にはあることも判明している。しかし、財の中でも第
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一次産業製品に焦点を当てて行われた研究は十分であると言えない。そこで本稿では、

AfT の発展途上国の第一次産業製品輸出に対する効果を分析する。加えて、AfT のセクタ

ーをさらに小項目にまで分けて分析を行い、そのセクターの中でもどの項目が効果的なの

かを明らかにすることを目的としている。また、得られた分析結果をもとに政策提言を行

う。 

 

3. 実証分析 

 

3.1 分析の枠組み 
 

 本稿では AfT の発展途上国の第一次産業製品輸出に対する効果を明らかにするため

に、構造重力モデルを用いたポワソン擬似最尤法による分析を行う。重力モデルとは、

「2 つの物質間に働く力は 2 つの物質の重量の積に比例し、2 つの物質間の距離に反比例

する」という物理学の万有引力の法則を貿易に応用したものであり、「両国の経済規模が

大きくなれば二国間の貿易量も大きくなるが、地理的距離が遠くなるほど、二国間の貿易

量は減少する」とするモデルである。これを数式で表現すると𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖× 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖
𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖

となる。

𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖は i 国と j 国の貿易額、𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖と𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑗𝑗はそれぞれ i 国と j 国の GDP、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖は i 国と j 国

の距離、μが誤差項を表している。この等式を自然対数表示にすることで線形に変換する

ことができる。 
 

lnXij = α + β1lnGDPi + β2lnGDPj + β3lnDISTij + μ                             (1)  
 
 モデル(1)は新貿易理論に基づく重力モデルと対比する意味で、「伝統的な重力モデ

ル」と呼ばれている。また、伝統的な重力モデルでは最小二乗法(以下、OLS)を用いて推

定を行う。 
 しかし、伝統的な重力モデルは様々な問題があるとされている(表 4)。例えば、

Anderson et al.(2003)は貿易当事国以外の要因に影響を受けた消費者物価である「多角的貿

易抵抗」が考慮されておらず、正確な分析結果を得ることができないと指摘している。ま

た、貿易量がゼロの場合を考慮していない 8という問題点もあるとされている。他にも、

田中(2013)によると、1989 年時点で半数以上の 54.2%の組み合わせで二国間貿易が行われ

ていなかった。このように、半数以上の組み合わせで貿易を行なっていないことから、ゼ

ロ貿易を無視するは標本選択バイアスの原因になってしまうと言える。しかし、伝統的な

重力モデルの分析手法である OLS では、貿易量がゼロであると対数変換できないことに

より除外されてしまい、標本選択バイアスの影響を受けた推定結果を算出してしまい、正

しい推定結果を得られなくなってしまう。他にも、貿易額の分散は時間を通じて一定では

 
8 最初にこの問題について指摘したのは Helpman(2008)である。 
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なく、不均一であることが知られている。そのため、OLS などの一般線形化モデルを使

うと、前提条件である誤差項の等分散が失われてしまい、正しい推定結果を算出すること

ができなくなってしまう。また、Yotov(2016)は二国間の貿易コストは貿易額を決める上

で重要にあるにも関わらず考慮されていないことや FTA や自国の産業を守るための補助

金などの特定の貿易政策を実施したことによる影響、その内容が変化した際の影響を考慮

していないことも伝統的な重力モデルの課題として挙げている。加えて、各国の貿易政策

は内生変数であることも合わせて考慮する必要がある。最後に対数線形化の課題が挙げら

れる。理論から導かれる重力方程式は線形ではない。そのため、伝統的な重力モデルでは

対数線形化して OLS で推定するという手順を踏んでいたが、対数を取った後で期待値を

取るという手順を踏んでいたが、対数を取った後で期待値を取るのと、期待値をとってか

ら対数を取るのとでは出てくる値が異なるため、この課題についても考慮する必要がある

(田中、2012b)。 

 
表 4．伝統的な重力モデルの問題点 

出典：Yotov(2016)より筆者作成 

  
 これらの問題のうち、①への対処方として Redding et al.(2004)によって、i 国と j 国の

経済規模や消費者物価の両方の要因をダミー変数によって制御する「構造重力モデル」が

提唱されている。また、②と⑧の解決策として、Santos Silva et al.(2006)によって、ポワ

ソン擬似最尤法(以下、PPML) 9を用いることが提唱されており、③の問題に対応するため

にクラスタロバスト標準誤差 10を使うべきであることや④と⑤のために二国間のペアダ

ミーを採用する必要性が Yotov(2016)にて強調されている。また Yotov(2016)は、⑥に対

応するために政策ダミーを用いる必要があるとも指摘している。これらの指摘を踏まえ、

本稿では下記の構造重力モデルをベースに PPML を用いた分析を行う。 
 

𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽1𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽3𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖                                                                                                   (2) 
 

9 擬似最尤法とは観測したデータの確率分布が未知であるときに、適当な分布を仮定して擬似対数尤度

関数 QL(x,θ)を定義して、パラメータの推定を行う手法のこと。半数以上の組み合わせで貿易が行われて

いないことから、ポワソン分布を仮定して分析を行った。 
10 観察個体内での異時点間の相関構造が考慮された、残差の均一性の仮定に対して頑健な標準誤差のこ

と。 

① 多角的貿易抵抗指数が考慮されていない 

② 貿易量がゼロの場合を考慮していない 

③ 貿易量の不均一性分散性を考慮していない 

④ 適切な二国間貿易コストを反映していない 

⑤ FTA や RTA などの特定の政策による影響を考慮していない 

⑥ 補助金などの被差別的な政策による影響とその内容の変化による影響を考慮

していない 

⑦ 貿易政策の内生性問題を考慮していない 

⑧ 対数線形化の問題 
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 なお、モデル(2)において、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は i 国と j 国の貿易額、𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖は輸出国年ダミー、𝐼𝐼𝑗𝑗𝑗𝑗は輸入

国年ダミー、𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖はペアダミー、t が年度、μが誤差項を表している。3 種類のダミー変数

を用いることによって、特定の政策以外の要素を全て制御できることが可能となることか

ら、説明変数の変動に影響されない値である定数項αはこれらのダミー変数に吸収され

る。そのため、モデル(2)には定数項αは含まれない。 
 

3.2 推定式と変数の説明 
 

 前節で説明した構造重力モデルの枠組みに基づき、AfT の発展途上国の第一次産業製品

輸出への効果を推定するために、本稿では以下のようなモデルを使用した。 
 
𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = 𝜷𝜷𝟏𝟏𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟐𝟐𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊(𝒕𝒕−𝒌𝒌) + 𝜷𝜷𝟑𝟑𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟒𝟒𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟓𝟓𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 
 𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊     + 𝜷𝜷𝟔𝟔𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟕𝟕𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟖𝟖𝑰𝑰𝒋𝒋𝒋𝒋 + 𝜷𝜷𝟗𝟗𝑷𝑷𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝝁𝝁𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊                                                         (3) 

 
 上記のモデルにおいて、i は被援助国(142 カ国)、j は援助国(29 カ国)、t は年度(2002 年

〜2020 年)を表している。被説明変数である Export は被援助国の第一次産業製品の輸出額

を表している。また、第一次産業従事者割合が多いのは低所得国と低中所得国であること

から、それらの所得水準の国々の輸出額のみを対象とした分析も行った。 
 次に説明変数について説明する。AfT は被援助国が受け取った AfT の総額を表してい

る。また、どのセクターが有効なのかを推定するために、AfT のセクター別援助額を用い

た分析も行った。NAfT は AfT ゼロダミーを表している。AfT を受け取っていないのは高

所得国であることから、母集団からランダムに抽出されたサンプルとは言えず、標本選択

バイアスが発生してしまう。このような標本選択バイアスによる影響を減らすために、

AfT ゼロダミーを採用した。ODA は AfT を除いた ODA 援助額、Exchange は為替レー

ト、FTA は FTA ダミー、I は輸入国年ダミー、E は輸出国年ダミー、P は二国間のペアダ

ミー、μは誤差項をそれぞれ表している。輸入国年ダミーと輸出国年ダミーは消費者物価

指数や農家への補助金などの輸入国・輸出国において、時間と共に変化していく要素を制

御するために採用している。また、二国間のペアダミーは二国間の距離や貿易コストなど

の輸入国・輸出国において、時間と共に変化しない要素を制御するために用いた。k はラ

グを取っていることを表している。ラグを取る理由は AfT を受け取ってから輸出へ効果

が出るまでのタイムラグを考慮するためであり、今回は 1～3 期のラグまでを取ってい

る。 
 ODA はある期間に譲渡された贈与の額と融資で貸し出された金額とを足したものが、

その期間の”Gross”であり、そこから過去の融資の返済分を引いたものを”Net”として

分類している。発展途上国が実際に使用することのできる金額を表していることから、本

稿では AfT と AfT を除いた ODA 援助額は"Net"として集計されたものを採用している。 

 AfT が被援助国の第一次産業輸出に与えた効果を所得水準別に分析するために、下記の

モデルを用いた分析を行った。 
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𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡−𝑘𝑘) + 𝛽𝛽3𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 

𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 +  𝜷𝜷𝟔𝟔𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟕𝟕(𝑳𝑳ower Middle𝒊𝒊 × 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 𝜷𝜷𝟖𝟖(Upper Middle𝒊𝒊 ×  
𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊  𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 𝜷𝜷𝟗𝟗𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏𝑰𝑰𝒋𝒋𝒋𝒋 + 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏𝑷𝑷𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝝁𝝁𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊                                                         (4) 
 
 Lower Middle は低中所得国ダミー、Upper Middle は高中所得国ダミーを表しており、低

所得国ダミーを基準としている。それ以外の変数はモデル(3)と同じである。このモデル

において、𝛽𝛽1は AfT が低所得の被援助国の第一次産業製品の輸出額に与えた効果、𝛽𝛽7は
AfT が低所得と低中所得の被援助国の第一次産業製品輸出額に与えた効果の差、𝛽𝛽8は低所

得と高中所得の被援助国の第一次産業製品輸出額に AfT が与えた効果の差を表してい

る。このことから、(𝛽𝛽1+𝛽𝛽7)は低中所得の被援助国の第一次産業製品輸出額への AfT の効

果、(𝛽𝛽1+𝛽𝛽8)は高中所得の被援助国の第一次産業製品輸出額への AfT の効果と解釈するこ

とができる。 

 
𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = 𝜷𝜷𝟏𝟏𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟐𝟐𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊(𝒕𝒕−𝒌𝒌) + 𝜷𝜷𝟑𝟑𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝑵𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟒𝟒𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟓𝟓𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊  

𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = +𝜷𝜷𝟔𝟔𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟕𝟕(East Asia Pacific𝒊𝒊 × 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊� + 𝜷𝜷𝟖𝟖(South Asia𝒊𝒊 × 

𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 𝜷𝜷𝟗𝟗(Middle East North Africa𝒊𝒊 × 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 

𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏(Sub-Saharan Africa𝒊𝒊 × 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏(Latin America Caribbean𝒊𝒊 × 

𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊 = 𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒍𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊�+ 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏𝑬𝑬𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏𝑰𝑰𝒋𝒋𝒋𝒋 + 𝜷𝜷𝟏𝟏𝟏𝟏𝑷𝑷𝒊𝒊𝒊𝒊 + 𝝁𝝁𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊                                  (5) 
  
 また、被援助国の地域別の効果を明らかにするために、地域ダミーと AfT の交差項を

用いた分析も行った。モデル(5)において、East Asia pacific, South Asia, Middle East North 
Africa, Sub-Saharan Africa, Latin America Caribbean はそれぞれ東アジア・太平洋地域、南

アジア、中東・北アフリカ、サブサハラ以南アフリカ、ラテンアメリカ・カリブ海を表し

ている。基準グループはヨーロッパ・中央アジアダミーであり、それ以外の変数はモデル

(3)と同じである。また、第一次産業従事者割合が多いのは低所得国と低中所得国である

ことから、それらの所得水準の国々の輸出額のみを対象とした分析も行った。 
 本稿の分析に用いた変数のデータ出典は次の通りである。被説明変数である第一次産業

製品輸出額は「UNCTAD STAT」から使用している。説明変数である AfT と ODA は

「OECD Creditor Reporting System(CRS)」より使用している。Exchange は「UNCTAD 
STAT」、FTA は「CEPⅡ」のデータを使用している。 
 また、分析で用いた各変数の記述統計量は表 5 に示した通りである。 
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表 5．各変数の記述統計量 
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3.3 モデル(3)の結果と解釈 
 
表 6 はモデル(3)の分析結果を表しており、(1)から(4)は全ての被援助国においての AfT

総額が第一次産業製品輸出額に与えた効果、(5)から(8)はセクター別の効果を分析した結

果である。AfT の総額を用いて分析を行った結果、有意な結果を得ることができなかっ

た。しかし、セクター別の効果を算出した結果、ln 生産能力構築の係数が 0.017 であり、

有意水準 5%で統計的に有意であった。このことから、生産能力構築の金額が 1%上昇す

ることによって、被援助国から援助国への第一次産業製品輸出額は$0.17 増加すると言え

る。また、ln 貿易政策支援の係数は 0.012 であり、有意水準 10%で統計的に有意であった

ことから、貿易政策支援の金額が 1%上昇することによって、被援助国から援助国への第

一次産業製品輸出額は$0.12 増加することがわかった。これらのことから、AfT の中でも

生産能力構築と貿易政策支援が被援助国から援助国への第一次産業製品の輸出を促進して

いると言える。これは Inmaculada, Felicit, and Kai(2017)と同じ分析結果である。 
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表 6．全ての被援助国を対象としたモデル(3)の分析結果 
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表 7．低所得国/低中所得国を対象としたモデル(3)の分析結果 
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 低所得と低中所得の被援助国のみに対象を絞って分析した場合の結果が表 7 である。表

6 同様、(1)から(4)は全ての被援助国においての AfT 総額が第一次産業製品輸出額に与え

た効果、(5)から(8)はセクター別の効果を分析した結果を表している。AfT の総額を用い

て分析を行った結果、有意な結果を得ることができなかったが、セクター別に分析を行っ

た結果、ln 生産能力構築_lag2 の係数が 0.09 であり、有意水準 10%で統計的に有意であっ

た。つまり、生産能力構築の金額が 1%上昇することによって、被援助国から援助国への

2 年後の第一次産業製品輸出額は$0.9 増加するということである。この分析結果より、生

産能力構築は低所得国及び低中所得国でも援助国への第一次産業製品の輸出を増加させる

のに有効であると言える。 
 生産能力構築はその用途に応じて金融・ビジネス・第一次産業・製造業・観光業の 5 つ

のセクターに分けることができる。これらの 5 つのセクターの中で、どのセクターが第一

次産業製品輸出を促進させたのかを分析した。その結果は表 8 に示した通りである。 

 全ての被援助国を対象に分析を行った結果、ln 製造業_lag1 の係数の値が 0.004 であ

り、有意水準 1%で統計的に有意であった。つまり、製造業に関する AfT が 1%増加する

ことによって、被援助国から援助国への第一次産業製品輸出が 1 年後に$0.04 増加すると

いうことである。 
 低所得国と低中所得国の被援助国を対象に分析を行った結果、ln ビジネスの係数の値が

0.024 であり、有意水準 5%で統計的に有意であった。ビジネスに関する AfT はビジネス

環境と投資環境に対する公共部門の政策と制度支援や新たな事業の開発などに使われてい

る援助である。そのため、ビジネスに関する AfT によって新たな事業や商品などが開発

された結果、被援助国から援助国への第一次産業製品輸出が増えたのではないかと推測す

ることができる。また、ln 製造業_lag1 と ln 製造業_lag2 の係数の値がそれぞれ 0.009 と

0.056 であり、有意水準 1%と 10%で統計的に有意であった。製造業に関する AfT の累積

効果 11が 0.014 であることから、低所得と低中所得の被援助国において、長期的には製造

業に関する AfT が効果的であると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
11 当期の効果は除き、全てのラグ効果を合計したもの。長期効果と呼ばれる場合もある。 
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表 8．生産能力構築を細分化した分析結果 

 全ての被援助国 低所得/低中所得の 
被援助国 

ln 金融 
-0.387 -0.364 
(0.274) (0.356) 

ln ビジネス 
0.009 0.024** 
(0.007) (0.011) 

ln 第一次産業 
0.009 0.006 
(0.006) (0.008) 

ln 製造業 
-0.025* -0.081*** 
(0.014) (0.019) 

ln 観光業 
0.001 -0.008 
(0.009) (0.015) 

ln 金融_lag1 
-0.022** -0.027** 
(0.009) (0.012) 

ln 金融_lag2 
0.003 0.009 
(0.005) (0.006) 

ln 金融_lag3 
-0.015** -0.020* 
(0.007) (0.011) 

ln ビジネス_lag1 
-0.002 -0.001 
(0.001) (0.003) 

ln ビジネス_lag2 
0.002 0.001 
(0.002) (0.003) 

ln ビジネス_lag3 
0.001 0.001 
(0.002) (0.002) 

ln 第一次産業_lag1 
-0.003 -0.006 
(0.002) (0.004) 

ln 第一次産業_lag2 
-0.001 -0.005 
(0.003) (0.003) 

ln 第一次産業_lag3 
-0.005* -0.006 
(0.003) (0.004) 

ln 製造業_lag1 
0.004** 0.009*** 
(0.002) (0.003) 

ln 製造業_lag2 
0.001 0.005* 
(0.001) (0.003) 

ln 製造業_lag3 
0.001 -0.001 
(0.002) (0.003) 

ln 観光業_lag1 
0.001 0.002 
(0.002) (0.005) 

ln 観光業_lag2 
-0.001 -0.001 
(0.003) (0.005) 

ln 観光業_lag3 
-0.002 -0.002 
(0.002) (0.004) 

サンプル数 14,455 11,013 
生産能力構築以外の AfT YES YES 
輸出国年ダミー YES YES 
輸入国年ダミー YES YES 
ペアダミー YES YES 
ゼロダミー YES YES 
制御変数 YES YES 
擬似決定係数 0.989 0.986 
注：()内はクラスターロバスト標準誤差、***p<0.01、**p<0.05、*p<0.1 を表している 

 
 表 8 において第一次産業に関する AfT は有意な結果を得られなかったものの、発展途

上国の第一次産業貿易額を増加させるためには、生産量の増加や品質向上が必要である。

そこで第一次産業に関する AfT をさらに農業への AfT、漁業への AfT、林業への AfT に

細分化して分析を行った。その結果が表 9 である。 
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表 9．第一次産業に関する AfTを細分化した分析結果 

 全ての被援助国 低所得/低中所得の 
被援助国 

ln 農業 
0.002 -0.001 
(0.007) (0.008) 

ln 漁業 
0.021*** 0.024*** 
(0.007) (0.008) 

ln 林業 
0.001 -0.014 
(0.012) (0.018) 

ln 農業_lag1 
-0.002 -0.004 
(0.002) (0.003) 

ln 農業_lag2 
0.001 -0.003 
(0.002) (0.003) 

ln 農業_lag3 
-0.003 -0.004 
(0.003) (0.003) 

ln 漁業_lag1 
-0.001 0.009*** 
(0.002) (0.003) 

ln 漁業_lag2 
-0.001 0.001 
(0.002) (0.002) 

ln 漁業_lag3 
-0.003 0.002 
(0.002) (0.003) 

ln 林業 _lag1 
-0.005** -0.012*** 
(0.002) (0.004) 

ln 林業 _lag2 
-0.003 -0.013*** 
(0.002) (0.003) 

ln 林業 _lag3 
-0.002 -0.007** 
(0.003) (0.003) 

サンプル数 14,455 11,013 
第一次産業に関する AfT 以外の AfT YES YES 
輸出国年ダミー YES YES 
輸入国年ダミー YES YES 
ペアダミー YES YES 
ゼロダミー YES YES 
制御変数 YES YES 
擬似決定係数 0.989 0.987 
注：()内はクラスターロバスト標準誤差、***p<0.01、**p<0.05、*p<0.1 を表している 

 
 全ての被援助国を対象に分析を行った結果、ln 漁業の係数が 0.021 であり、有意水準

1%で統計的に有意であった。一方、低所得及び低中所得国を対象にした分析では ln 漁業

に加えて、ln 漁業_lag1 の係数が＋であり、統計的に有意であった。そのため、AfT によ

って発展途上国の漁業貿易が促進されていると言える。このような結果を得た理由とし

て、AfT によって海産物の品質管理技術が向上した結果、他地域の輸入基準をクリアでき

るようになり、輸出量が増えたのではないかと考えられる。 
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表 10．製造業に関する AfT を細分化した分析結果 

 全ての被援助国 低所得/低中所得の 
被援助国 

ln 製造 
0.010* 0.021** 
(0.006) (0.008) 

ln 天然資源 
-0.028*** -0.034** 
(0.010) (0.014) 

ln 製造_lag1 
-0.001 0.004* 
(0.002) (0.002) 

ln 製造_lag2 
0.002 0.003 

(0.001) (0.002) 

ln 製造_lag3 
0.004** 0.005** 
(0.002) (0.002) 

ln 天然資源_lag1 
0.003 0.006** 

(0.002) (0.003) 

ln 天然資源_lag2 
0.003* 0.008** 
(0.002) (0.003) 

ln 天然資源_lag3 
-0.001 -0.001 
(0.002) (0.004) 

サンプル数 14,455 11,013 
製造業に関する AfT 以外の AfT YES YES 
輸出国年ダミー YES YES 
輸入国年ダミー YES YES 
ペアダミー YES YES 
ゼロダミー YES YES 
制御変数 YES YES 
擬似決定係数 0.989 0.986 
注：()内はクラスターロバスト標準誤差、***p<0.01、**p<0.05、*p<0.1 を表している 

 
 表 10 は製造業に関する AfT をさらに細分化し、製造に関する AfT と天然資源に関する

AfT に分けて分析を行った結果である。全ての被援助国を対象にした分析では、ln 製造

_lag3、ln 天然資源_lag2 の係数が＋であり、統計的に有意であった。製造に関する AfT
は、第一次産業製品の加工施設のために使われている。第一次産業製品の中でも農産物と

海産物は長期保存ができないことから、加工した状態で輸出する必要がある。また、AfT
を用いた第一次産業への支援には必ずと言っても良いほど加工施設に関連した事業が行わ

れる。そのため、製造に関する AfT によって加工施設が整備された結果、援助国への第

一次産業製品の輸出額が増加したのではないかと推測できる。また、低所得及び低中所得

の被援助国に対象を絞って分析を行うと、ln 製造の係数の値が 0.021 であり、有意水準

5%で統計的に有意であった。他にも、ln 製造_lag1 と ln 製造_lag3 の係数の値が 0.004 と

0.005 であり、それぞれ有意水準 10%と 5%で統計的に有意であった。このことから、特

に低所得及び低中所得の被援助国では、製造に関する AfT の累積効果が重要であると言

える。 
 天然資源は鉱物やガスなどの地下資源の貿易力を強化するために用いられている援助で

ある。これらの地下資源はサブサハラ以南アフリカの国々や中東において重要な輸出材の

一つとなっており、例えば日本などの地下資源を持たない国にとって貴重な貿易相手であ

る。世界中で地下資源の需要が見込まれるため、この援助によって地下資源の品質向上や

更なる市場の拡大が行われた結果、輸出額の増加につながったのではないかと考えられ

る。 
 



KGPS Review No.31 March 2024 

72 
 

3.4 モデル(4)の結果と解釈 
 

 表 11 はモデル(4)を用いて、AfT が被援助国から援助国への第一次産業輸出額に与える

効果を所得水準別に分析した結果を示している。AfT の総額を用いて分析を行った結果、

ln 総額の係数の値が 0.059 であり、有意水準 10%で統計的に有意であったが、AfT 総額と

低中所得ダミー及び高中所得ダミーの交差項に有意な負の結果が推計された。そのため、

AfT はより所得が低い被援助国の第一次産業輸出を増やす効果があると言える。一方、

AfT をセクター別に分けて分析した結果、ln 生産能力構築の係数の値が 0.0059 であり、

有意水準 1%で統計的に有意であった。このことから、低所得の被援助国において生産能

力構築の援助額が 1%増加すると、援助国への第一次産業製品の輸出額が$0.59 増えると

言える。また、ln 生産能力構築×低中所得の係数の値が-0.042 であったことから、低中所

得の被援助国において、生産能力構築の援助額が 1%増加すると、援助国への第一次産業

製品の輸出額が$0.17 増えると解釈することができる。加えて、ln 生産能力構築×高中所

得の係数の値が-0.047 であったことから、高中所得の被援助国では生産能力構築の援助額

が 1%増加することにより、援助国への第一次産業製品輸出額が$0.12 増えると解釈する

ことができる。これらの分析結果より、生産能力向上はより所得が低い被援助国の第一次

産業製品輸出に効果的であると言える。他にも、ln 貿易政策支援の係数は統計的に有意な

値を得ることができなかったが、ln 貿易政策支援×低中所得と ln 貿易政策支援×高中所

得の係数の値は正であり、統計的に有意であった。このことから、貿易政策支援はより所

得が高い被援助国の第一次産業製品輸出の増加に効果的であると言える。 
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表 11．モデル(4)の分析結果 
 (1) (2) 

ln 総額 
0.059*   
(0.033)  

ln 経済インフラ 
 0.004 

 (0.008) 

ln 生産能力構築 
 0.059*** 

 (0.023) 

ln 貿易政策支援 
 -0.009 

 (0.011) 

ln 総額×低中所得ダミー 
-0.048*  

(0.029)  

ln 総額×高中所得ダミー 
-0.055*  

(0.033)  

ln 経済インフラ×低中所得ダミー 
 -0.009 

 (0.007) 

ln 経済インフラ×高中所得ダミー 
 -0.002 

 (0.007) 

ln 生産能力構築×低中所得ダミー 
 -0.042** 

 (0.020) 

ln 生産能力構築×高中所得ダミー 
 -0.047** 

 (0.021) 

ln 貿易政策支援×低中所得ダミー 
 0.021** 

 (0.009) 

ln 貿易政策支援×高中所得ダミー 
 0.023** 

 (0.010) 
サンプル数 14,462 14,458 
ラグ変数 YES YES 
輸出国年ダミー YES YES 
輸入国年ダミー YES YES 
ペアダミー YES YES 
ゼロダミー YES YES 
制御変数 YES YES 
擬似決定係数 0.989 0.989 
注：()内はクラスターロバスト標準誤差、***p<0.01、**p<0.05、*p<0.1 を表している 

 

3.5 モデル(5)の結果と解釈 
 
表 12 は AfT の地域別効果を明らかにするために、モデル(5)を用いた分析結果を示して

いる。AfT 総額について、全ての被援助国を用いた分析の場合、いずれの地域においても

有意な結果を得られることができなかった。一方、低所得国及び低中所得の被援助国に対

象を絞った場合、ln 総額×南アジア以外の係数の値が正であり、統計的に有意な結果を得

ることができた。基準グループがヨーロッパ・東アジアであることから、AfT は南アジア

以外に位置している低所得国及び低中所得国の第一次産業製品輸出額をヨーロッパ・東ア

ジア地域よりも増加させていると言える。 
AfT のセクター別に分析を行った場合、全ての被援助国、低所得及び低中所得の被援助

国いずれにおいも ln 経済インフラ×東アジア・太平洋の係数が＋であり、統計的に有意

であった。また、ln 生産能力構築×中東・北アフリカの係数の値が 0.028 であり、有意水

準 5%で統計的に有意であった。これらの結果から、東アジア・太平洋地域においては経

済インフラ支援が、中東・北アフリカの低所得国及び低中所得国では生産能力構築が第一

次産業製品の輸出額を増加させるのに有効であると言える。 
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表 12．モデル(5)の分析結果 

 全ての被援助国 
低所得/低中所得の 

被援助国 

ln 総額 -0.020   -0.046   
(0.030)  (0.029)  

ln 経済インフラ  -0.015  -0.009 
 (0.013)  (0.008) 

ln 生産能力構築  0.011  -0.002 
 (0.011)  (0.014) 

ln 貿易政策支援  0.006  0.015 
 (0.012)  (0.014) 

ln 総額×東アジア・太平洋 0.042  0.060*  
(0.032)  (0.032)  

ln 総額×南アジア -0.009  0.014  
(0.048)  (0.052)  

ln 総額×中東・北アフリカ 0.012  0.069**  
(0.035)  (0.029)  

ln 総額×サブサハラ以南アフリカ 0.044  0.067*  
(0.039)  (0.037)  

ln 総額×ラテンアメリカ・カリビアン 0.040  0.058*  
(0.032)  (0.032)  

ln 経済インフラ×東アジア・太平洋  0.024**  0.014* 
 (0.012)  (0.007) 

ln 経済インフラ×南アジア  0.010  -0.002 
 (0.017)  (0.014) 

ln 経済インフラ×中東・北アフリカ  0.012  0.005 
 (0.013)  (0.008) 

ln 経済インフラ×サブサハラ以南アフリカ  0.008  -0.002 
 (0.013)  (0.007) 

ln 経済インフラ×ラテンアメリカ・カリビアン  0.015  0.008 
 (0.012)  (0.007) 

ln 生産能力構築×東アジア・太平洋  -0.004  0.007 
 (0.010)  (0.012) 

ln 生産能力構築×南アジア  0.004  0.017 
 (0.014)  (0.015) 

ln 生産能力構築×中東・北アフリカ  0.012  0.028** 
 (0.011)  (0.012) 

ln 生産能力構築×サブサハラ以南アフリカ 
 0.007  0.022 
 (0.012)  (0.016) 

ln 生産能力構築×ラテンアメリカ・カリビアン 
 0.006  0.008 
 (0.011)  (0.012) 

ln 貿易政策支援×東アジア・太平洋  0.017  0.012 
 (0.011)  (0.012) 

ln 貿易政策支援×南アジア  0.015  0.008 
 (0.013)  (0.014) 

ln 貿易政策支援×中東・北アフリカ  0.007  0.013 
 (0.012)  (0.013) 

ln 貿易政策支援×サブサハラ以南アフリカ 
 -0.003  -0.020* 
 (0.012)  (0.012) 

ln 貿易政策支援×ラテンアメリカ・カリビアン 
 0.014  0.009 
 (0.011)  (0.011) 

サンプル数 14,466 14,462 11,024 11,020 
輸出国年ダミー YES YES YES YES 
輸入国年ダミー YES YES YES YES 
ペアダミー YES YES YES YES 
ゼロダミー YES YES YES YES 
制御変数 YES YES YES YES 
擬似決定係数 0.989 0.989 0.984 0.985 
注：()内はクラスターロバスト標準誤差、***p<0.01、**p<0.05、*p<0.1 を表している 

 

4. 政策提言 

 

4.1 政策提言の方向性 
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 第 3 章にて記載した分析結果をまとめると次のである。モデル(3)の分析結果より、全

ての被援助国において、生産能力構築の金額が 1%増加すると、援助国への第一次産業製

品の輸出額は$0.17 増加することがわかった。また、生産能力構築の中でも製造業に関す

る AfT が援助国への第一次産業製品輸出額を増加させる効果があることが明らかとなっ

た。製造業に関する AfT をさらに細分化して分析を行った結果、製造に関する AfT と天

然資源に関する AfT が被援助国の第一次産業製品の輸出額を増加させるという推定結果

を得られた。これは AfT によって食品などの加工施設が整備されたことによる効果、地

下資源の生産効率化によってもたらされた効果ではないかと推測される。他にも、第一次

産業に関する AfT の中でも漁業に関する AfT、貿易政策支援が被援助国の第一次産業製

品輸出額を増加させることが明らかとなった。 
 一方、低所得及び中低所得の被援助国においては、生産能力構築の援助額が 1%増える

ことによって 2 年後の援助国への輸出額が$0.11 増加するという分析結果が得られた。他

にも、生産能力構築の中でもビジネスに関する AfT と製造業に関する AfT が翌年以降の

援助国への輸出額を増加させることもわかった。これは新たな事業や商品などが開発され

たことや食品等の加工施設が整備されたことによる影響ではないかと推測できる。他にも

第一次産業に関する AfT の中でも漁業に関する AfT が被援助国の第一次産業貿易額を増

加させることも明らかとなった。 
 所得ダミーを用いたモデル(4)の分析により、所得水準が低い被援助国ほど生産能力構

築が、所得水準が高い被援助国ほど貿易政策支援が効果的であることがわかった。また、

モデル(5)の分析により、東アジア・太平洋地域においては経済インフラが、中東・北ア

フリカの低所得及び低中所得の被援助国では生産能力構築が援助国への第一次産業製品の

輸出額を増加させるのに有効であることがわかった。 
 これらの分析結果をもとに、第一次産業製品の中で最も輸出量が多い農産物に焦点を当

て、発展途上国の加工施設をより効果的に運営することを目的とした「企業間戦略的パー

トナーシップの促進」と発展途上国の輸送会社のトラブル防止による貿易円滑化を目的と

した「現地輸送会社向け教育プログラムの実施」を政策提言として行う。 
 

4.2 食品加工施設・技術の需要 
 
 発展途上国では輸出拡大・多様化戦略の一環として、加工食品の輸出促進に重点を置く

ようになってきている。Suanin(2020)は 1992 年から 2018 年までのアメリカの途上国から

の加工食品輸入に対する需要の価格弾力性と所得弾力性を推計し、加工食品の輸入に対す

る需要の所得弾力性は、未加工食品の輸入に対するそれよりも遥かに高いという結果を得

ている。所得が上がるほど加工食品の需要は上がることから、今後は先進国だけでなく発

展途上国同士での加工食品の貿易は活発に行われるようになるのではないかと推測され

る。そのため、本稿の分析結果だけでなく、Suanin(2020)の結果からも発展途上国におけ

る加工施設の重要性が伺える。しかし、発展途上国の加工施設は、①設備が不十分、②加

工技術が不足している、という問題を抱えており、FAO(2011)は「多くの場合、食品加工
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産業は、需要を満たすだけの生鮮農産物を加工し、保存する能力を持っていない。この問

題の一部は、生産の季節性と通年使用が見込めないであろう加工施設への投資コストに起

因している」と指摘している。 
 

4.3 食品加工施設・技術振興のための日本の取り組み 
 
 発展途上国の加工施設・技術向上に向けて、日本では JICA を通じたアプローチと民間

企業を通じたアプローチを行なっている。JICA が 2013 年に策定した「課題別指針 貿易

・投資促進」にて表 13 のような目標が定められている。これらの目標の中で、「企業の

経営・生産能力強化」が加工施設・技術に該当する項目であるが、サブ目標として定めら

れていることからも、その優先順位の低さが読み取れる。一方、JICA が定めている「課

題別指針 農業開発・農村開発」では農産品加工業の振興を中間目標としている。しか

し、JICA が行なっている農業開発・農村開発は極度の貧困層 12を主な対象としているこ

とから、そもそも加工施設がない地域に施設を作ることや加工技術を伝えることを主眼と

していると言える。 
 

表 13．JICAの「貿易・投資促進」指針の目標 
開発戦略目標 中間目標 サブ目標 

1 ビジネス環境 

 整備 

1-1 関連政策・制度 

    整備 

産業振興政策・マスター 

プラン(全体計画)の策定 

産業基盤制度の整備 

1-2 インフラ整備 
経済インフラの整備 

経済特区・工業団地の整備 

2 貿易促進のため 

  の体制整備 

2-1 貿易阻害要因の 

    削減 

関税・非課税障壁の削減 

貿易手続円滑化 

2-2 国際競争力強化 
海外市場へのアクセス向上 

企業の経営・生産能力強化 

3 投資促進のため 

  の体制整備 

3-1 投資政策・制度の 

    整備 

投資促進政策の策定・実施 

投資手続きの簡素化 

3-2 投資促進機能の強化 

出典：JICA(2013b)「課題別指針 民間セクター開発『貿易・投資促進』」 

 
 民間企業が発展途上国の加工施設・技術向上のために行なっている取り組みとして、企

業間提携や海外直接投資が挙げられる。図 10 は日本食品業界の M&A の特徴をまとめた

ものであるが、ここから日本企業は海外進出に慎重であることが読み取れる。 
 
 

 
12 「課題別指針 農業開発・農村開発」が定められたのは 2013 年であり、当時の極度の貧困は 1 日$1.25
以下で生活している状態とされていた。 
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図 10．日本企業の M&A 

 

出典：下渡(2012)「食品企業のグローバル化と国際分業の新展開」 

  
 また、発展途上国の食品加工会社や施設への海外直接投資もあまり行われていない。こ

のことについて、下渡(2012)は次のようにまとめている。 
 

 しかし 2000 年代以降になると、わが国食品企業の海外直接投資は国別にも業種

別にも収斂化の傾向を示しており、進出件数も減少傾向を辿っている。これは投

資受入国の賃金率(所得)の上昇によって従来型の新規投資が限界に達したことを

意味する。つまり投資受入国(アジアなどの発展途上国)の経済が一定の段階に達

すると、それ以上の直接投資の受け入れは不必要となる。これは経済発展が或る

段階に達すると技術力、貯蓄率が高まり外国企業が植え付けた産業を自前で拡大

していけるようになるからである。その典型が繊維、雑貨などの労働集約型産業

であり、食品の一部もこれに含まれる(p79)。 

 
 上記より、日本企業は高い食品加工技術を持っているものの、海外展開や海外直接投資

に慎重な点が特徴であると言える。加えて、JICA が対象としている地域に日本の技術を

そのまま移転するのはオーバースペックである可能性が高いことから、低所得国を対象に

日本が食品加工に関する支援を行うことは難しいのではないかと考える。 
 

4.4 政策提言：企業間戦略的パートナーシップの促進 
 
 本稿では低中所得国の既に稼働している食品加工会社と日本の食品メーカーが戦略的

パートナーシップ 13を結べるよう支援を行うことを経済産業省と JICA が行うことを提言

する。具体的には、現地企業は技術力や品質管理ノウハウを日本企業から得る対価とし

て、ライセンス料を日本企業に支払うという戦略的パートナーシップの締結を目指す。こ

 
13 複数の企業が対等の立場に立った上で、共同で事業を推進すること。戦略的提携とも呼ばれる。 
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れにより、現地企業は加工食品をより効率的に製造することが可能になるだけでなく、高

付加価値化を目指すことが可能になる一方、日本企業はライセンス料による利益を得るこ

とができるようになる。この提言の懸念点として、技術や知識をビジネスベースで提供す

ることは困難なため、どのようにして提供するのかをしっかりと検討する必要があること

である。また、場合によっては設備投資が必要となり、莫大な初期費用を現地の加工施設

に求められる可能性がある。 
 

図 11．戦略的パートナーシップのイメージ図 

 

 

4.5 発展途上国が行政面にて抱えている問題と日本の取り組み 
 
 本稿の分析により、所得が高い国ほど貿易政策支援が効果的であることが明らかとなっ

た。貿易政策支援は税関作業の効率化や税関職員の教育、FTA や RTA 14の締結など、行

政向けの支援である。これまで日本は JICA を通じて、発展途上国の税関への支援を積極

的に行なってきた。この分野における JICA の取り組みと目標をまとめたものが表 14 で

ある。 
 下記の表より、JICA の取り組みは主に税関職員の育成など、税関の質向上を目的とし

ていることがわかる。しかし、乃川他(2013)が指摘している税関に関する問題のボトルネ

ック要因の一つである提出書類の不備や関税等を追納しなければならない際に資金を保持

していないことが多いといった発展途上国の不慣れな業者による問題の解決に向けた取り

組みは行えていないため、改善の余地があると言える。 
 
 
 
 
 
 
 

 
14 特定地域内の複数の国・地域の間で、モノやサービスなどの移動をほぼ完全に自由にしようという

FTA や関税同盟の総称(日本大百科全書、2022)。 
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表 14．JICAの「貿易・投資促進」指針の目標 
(1)最終 

2030 年度末までに東南アジア(メコン地域)、アフリカ地域において連結性が向上

する 

・域内貿易の増加(WTO 統計) 

・対象回廊パフォーマンスの向上(回廊走行時間の短縮) 

(2)中間 

支援対象国・地域の税関当局が、絶えず変化を続ける国内外の情勢に自律的に対応

し、自ら改善できる能力を有するとともに、隣接国間での連結性が強化される 

・税関当局が、自組織の活動計画の立案・評価を定期的かつ自律的に実施できる

(2026 年度までに 15 か国以上、2030 年までに 20 か国以上で三段階のうち上位段階
15に移行する) 

・支援対象国の国境地点においてクロスボーダーにかかる所要時間が短縮する

(2026 年度までに 5 国境以上、2030 年までに 10 国境以上) 

(3)直接 

支援対象国・地域の税関当局が、微税、国境管理・貿易円滑化の役割を果たすため

の基盤が整備される 

・30 か国以上で税関教官を育成 

・更にその研修を受けた国境関係者(税関職員、OGA、輸出入業者等)の数延べ

50,000 人以上 

・支援対象国において各国最低 1 件以上の通関手続きに関する標準作業手順書や、

貿易円滑化に資する税関業務に関するマニュアルが策定され、組織的に承認される 

・運用を改善した 0SBP16の数述べ 15 ヶ所 

出典：JICA(2023)「クラスター事業戦略『税関近代化支援を通じた連結性強化』」 

 

4.6 政策提言：現地輸送会社向け教育プログラムの実施 
 
 乃川他(2013)により指摘されている発展途上国の不慣れな業者による問題の解決に向け

て、本稿では税関の管轄である財務省と JICA に「現地輸送会社向け教育プログラムの実

施」を提言する。発展途上国の輸送会社を対象に、税関を通過するにあたって必要な手続

きや書類の書き方、発生する税金等のレクチャーを行う。これにより不慣れな輸送会社に

よるトラブルを防止し、円滑な手続きが行えるようになると考える。この提言の懸念点と

 
15 第一段階：国際条約に批准することで、貿易からの恩恵と他国からの技術支援が受けられるようにな

る。通関手続の標準化が進むものの、依然として通関手続に時間がかかるため、非公式手数料が要求さ

れる。第二段階：通関手続きの標準化がさらに進展し、透明性・予見性も併せて高まるものの、依然と

して効率化の改善が求められる。また、貿易の円滑化に伴う貿易量の拡大と、輸出入貨物の多様化によ

る通関貨物検査の複雑化により、従来の国境(水際)での取締対策では追い付かず、通関手続きの効率性

と両立する形での密輸対策の強化も必要になる。第三段階：貿易円滑化措置がほぼ導入された状態であ

るが、自国内で越境手続きを行う他省庁との調整・連携と、国境を接する相手国の税関当局及び越境手

続を行う他省庁との調整・連携が進んでいない。そのため、自国内及び国境を接する相手国の二国間で

の越境手続きの効率化・調和化に課題が残る(JICA、2023)。これらの段階のうち、第三段階のことを指

している。 
16 One Stop Border Post の略。人やモノが両国の国境を通過するために必要な手続き(検疫、入管、税関な

どの出入国手続き)を 1 か所の共同施設にまとめ、ワンストップで越境に係る手続きが完了する国境施設

の運営方式(JICA、2023)。 
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して、実施するにあたり簡易かつ効率的に行える税関システムが構築されているという前

提をクリアする必要があることや、発展途上国の輸送会社に自主性が求められることが挙

げられる。 
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